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� はじめに

本稿では、会社非訟における実体法と手続法

とが交錯する場面として、検査役の選任を取り

上げる。検査役については、東京地方裁判所が

ビジネス・コート（民事第８部）の発足に先駆

けて「総会検査役の手引【令和４年版】」を公

表したことに伴い１、総会検査役（会社法３０６

条）による実務運用が話題となっているが、本

稿では、総会検査役のほか、設立時検査役（同

法３３条）、新株発行時検査役（同法２０７条、２８４

条）、業務検査役（同法３５８条）という裁判所が

選任する検査役を横断的に比較し、共通点と相

違点を整理していく。

検査役選任制度は、平成１７（２００５）年会社法

制定により大きく変容し、また、選任手続を規

律する非訟事件手続法（以下「非訟法」とい

う。）も平成２３（２０１１）年改正により手続が整

理されている。そこで、本稿では、双方の改正

を経た現在の検査役選任制度を示すことを目指

して論を進めたい２。

� 検査役の制度設計

１ 裁判所による調査後の措置

� 検査役制度では選任された検査役の役割に

関心が集まるが、会社法は検査役からの報告を

受けた裁判所による措置についても規定してい

る。

検査役から報告を受けた裁判所は（会社法３３

条４項、２０７条４項、２８４条４項、３０６条５項、

３５８条５項）、総会検査役・業務検査役の選任事

件では、必要があると認めるときは、取締役に

対し、一定期間内に株主総会を招集すること、

また、検査役の調査結果を株主全員に通知する

ことを命じなければならないし（同法３０７条、

３５９条）３、設立時検査役・新株発行時検査役の

選任事件では、調査事項（価額）を不当と認め

たときは、現物出資財産の価額を変更する決定

をしなければならない（同法２８条１項１号、３３

条７項、２０７条７項、２８４条７項）４。

� このように、検査役の選任は、検査役から

第１回 検査役の選任
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１ 林史高ほか「座談会 総会検査役の実務と手引」金法２２００号（２０２２年１２月）６頁以下。手引本体は「資料」として４６頁以下に
掲載。神作裕之「座談会 ビジネス・コートへの期待と展望―会社法関連紛争から―」商事２３１１号（２０２２年１１月）。

２ 裁判所が選任した検査役が会社の業務・財産を調査する制度は、欧州諸国の会社法に広く採用されている。江頭憲治郎『株式
会社法［第８版］』６２０頁注（４）（有斐閣、２０２１年）、酒巻俊雄ほか『英法系諸国の会社法―理論と実務�総説・設立・株式と株
主』（中村信男）２６４頁（中央経済社、２０２１年）。

３ 調査結果の通知命令は、会社法制定時に導入された（相澤哲編著『一問一答・新・会社法［改訂版］』９２頁（商事法務、２００９
年））。なお、株主総会決議の招集が求められていた沿革は、江頭・前掲注（２）６２２頁参照。


